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要 旨
　近年，中国では夫婦間の暴力や児童虐待等の家庭内暴力が大きな社会問題になっている．しかし，法
制度が十分に対応していないため，実務での対応は困難な状況にある．このような状況を改善するため
に，2015年12月に，中国初の家庭内暴力を防止する法である反家庭暴力法が可決された．本法はすべて
の家庭内暴力に対応しており，主に家庭内暴力を定義し，予防策および被害者の保護措置等を定めてい
る．本法は深刻な家庭内暴力の現状に対処する法律として期待されている．本法は，家庭内暴力を防止
すると同時に，児童虐待を全面的に規制する中国初の法律でもあり，中国での児童虐待研究のために，
分析，検討の対象にしなければならないものである．
　本稿では，家庭内暴力の現状から，立法経緯を整理し，法律内容を踏まえ，本法の保護の方向性を示
し，特色を分析する．さらに，子どもの利益保護の視点から，本法が定める児童虐待の制度的対応の段
階に応じた保護措置の仕組みを明らかにし，そのうえでそれらの仕組みが抱える問題点を検討すること
が本稿の目的である．
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は じ め に
　中国では，経済高度成長に伴い，経済が近代化
した．しかし他方で，従来現れていなかった問題
が表面化してきており，近年では，夫婦間の暴力
や児童虐待等の家庭内暴力問題が大きな社会問題
となっている．特に，夫婦間の暴力については，
死亡事例や妻の反撃による夫の死亡のような事件
が多く見られ，最も深刻な社会問題として注目さ
れるようになった．児童虐待については，頻発す
る虐待死によって社会の関心が高まった．このよ
うな家庭内暴力の現状に，法制度は十分対応でき
ていなかったため，現場の職員や専門家，一般市
民等から立法の必要性が主張された．
　深刻な社会問題の現状と立法的対応の必要性に
より，2015年12月27日，反家庭暴力法が第12期中
国全国人民代表大会常務委員会1）第18回会議で可
決され，同日公布された2）．本法は中国初の家庭
内暴力を防止する法となり，主に家庭内暴力を定
義し，原則的な対応策，家庭内暴力の予防策およ
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び被害者の保護措置等を定めている．本法の適用
対象は夫婦間の暴力（DV）に限られず，児童虐待
や高齢者虐待，障害者虐待等の家庭内で発生する
すべての暴力行為が含まれている．本法は深刻な
家庭内暴力の現状に対処する法律として期待され
ている．
　なお，本法は児童虐待を全面的に規制する中国
初の法律であり，中国における児童虐待研究のた
めに，分析，検討の対象にしなければならないも
のである．本稿では，家庭内暴力の現状から，立
法経緯を整理し，法律内容を踏まえ，本法の保護
の方向性を示し，特色を分析する．さらに，子ど
もの利益保護の視点から，本法が定める児童虐待
の制度的対応の段階に応じた保護措置の仕組みを
明らかにし，そのうえでそれらの仕組みが抱える
問題点を検討することが本稿の目的である．
Ⅰ 家庭内暴力の現状と原因
　家庭内暴力は，家庭の内部で行われるため，発
見しにくいと考えられる．さらに，中国人の「家
の醜いことは外へ出してはいけない」という伝統
的思想が，秘密性の防御線にもなるから，暴力の
実態の正確な統計は不可能に近い3）．家庭内暴力
の現状を把握するため，政府部門や民間団体，学
者は様々な調査を行った．そこで，以下では，家
庭内暴力の現状をより分かりやすく説明するため
に，上記の調査研究と新聞記事を挙げる．その後，
頻発する家庭内暴力と今回の立法に至った原因の
検討を試みる．
1 ．夫婦間の暴力の実態
　2000年と2010年，全国婦女連合会4）と国家統計
局は第 2 期と第 3 期の中国婦女社会地位の調査を
行った5）．2000年の第 2 期の調査は，婚姻してい
る女性への家庭内暴力を一考察項目に挙げた．同
調査の結果，約24.1％の女性は少なくとも一種類
の家庭内暴力を受けたことがあり，その割合は，
身体的暴力が約22.5％，性的暴力が約10.8％であっ
た．2010年の第 3 期の調査は，女性が半年以内及
び婚姻生活中に，配偶者から殴られる，辱められ，
ののしられる，無視される，または人身自由の制
限や強制的性行為，経済的支配6）を受ける状況を
考察した．その割合は，約24.9％の女性は少なく
とも一種類の家庭内暴力を受けたことがあり，身
体的暴力が6.4％，精神的暴力（辱められ，ののし
られる，または無視される）が23.3％，強制的性
行為が1.7％，経済的支配が2.7％であった．家庭内
暴力を受けた女性のうち，20.4％が都市部に居住
し，29.9％が農村部居住していた．
　次に，学者が行った農村部における家庭内暴力
の調査研究7）によると，家庭内暴力の発生率は
62.06％であり，そのうち夫から妻への暴力は51.5
％，妻から夫への暴力は6.94％，子女から父母へ
の暴力は21.33％，父母から子女への暴力は16.80
％，その他は3.93％であることが分かった8）．さら
に，最高人民法院が主催した家庭内暴力の司法介
入の状況に関する記者会見によると，家庭内暴力
を原因とする案件はすべての故意殺人案件の約10
％を占めていた9）．家庭内暴力による被害者の死
亡事件や長年の暴力を受けた被害者が加害者を殺
害する事件は少なくないと言えよう．
　第 2 期と第 3 期の調査により，約四分の一の女
性が婚姻している配偶者から暴力を受けたことが
あり，女性への家庭内暴力は深刻な状況だと考え
られる．学者の調査によると，農村部は妻への暴
力より，夫への暴力の割合が少ないことから，女
性が被害者になりやすいとも言えるだろう．そし
て，第 3 期の調査は身体的暴力と性的暴力に限ら
ず，精神的暴力や経済的支配も調査対象とした．
第 2 期と第 3 期の調査結果を比較すると，身体的
暴力と性的暴力の割合は下がったが，精神的暴力
の割合は最も高かった．したがって，身体的暴力
だけでなく，精神的暴力も家庭内暴力の主要な類
型と解される．さらに，故意殺人案件の主たる原
因の約10％は家庭内暴力であり，特に被害者であ
る妻が夫を殺害した反撃タイプの事件が多く見ら
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れた．家庭内暴力はもはや被害者を害するだけで
なく，社会を不安定にするものであると思われる．
2 ．児童虐待の実態
　児童虐待の状況については，政府による国レベ
ルの調査が行われていないため，中国の児童虐待
の詳細が把握しにくい．しかし，民間団体や学者
による児童虐待の調査研究が存在しており，報道
された児童虐待の事件は少なくないようである．
これらの資料によって把握することのできた児童
虐待の状況は，以下のとおりである．
　まず，広東省婦女連合会，中国社会科学院と青
少年研究センター研究グループの調査によると，
中国では，74.2％の子どもは家庭内暴力を受けた
ことがある．調査項目は身体的暴力，精神的暴力，
性的暴力及びネグレクトである10）．
　次に，北京青少年法律援助と研究センターは
2008-2013年の間にメディア報道された児童虐待の
事件を対象とし，調査研究を行った11）．本研究報
告書は，6 年間にメディアによって報道された697
件の児童虐待の事件を対象としている．児童虐待
の状況は以下のようになっている．
　⑴児童虐待の虐待者は主に父母であり，片親か
らの暴力が最も多い．84.79％は父母からの暴力で
あり，そのうち実父母は74.75％，継父母或いは養
父母は10.04％になっている．片親からの暴力は最
も多く，76.47％を占めている．
　⑵10歳以下の子どもは虐待の対象になりやすく，
子どもからの通報は少ない．虐待を受けた10歳以
下の児童は576人，全体の82.64％を占めている．11
歳以上の児童は17.19％になっている．また子ども
が虐待の事実を通報することは，親子の感情や自
身の未成熟さ等に影響を受けたためか1.87％と非
常に少ない．
　⑶身体的虐待は64.28％で最も多く，主に虐待死
と虐待による障害が残るケースである．遺棄また
は養育放棄が13.02％となっている．子どもの人身
売買と性的虐待はそれぞれ12.91％，9.61％となっ
ている．一つのケースに複数の虐待類型を受けた
子どももいる．性的虐待については，虐待者から
の性的虐待に限られず，実父母が強制的に子ども
に売春させるケースもあった．
　⑷期間の長い虐待は，重大な結果に至るまで重
視されない．虐待死のケースは359件であり，全体
の半分以上を超えている．22.67％の子どもは長期
的に繰り返し虐待を受けており，最も長い子ども
は14年間虐待を受け続けていた．子どもが一回だ
け虐待を受けるケースは，大体虐待死や人身売買
のケースである．重大な結果に至った児童虐待の
ケースはメディアに報道され，社会の関心を集め
ている．この場合に虐待者は刑事処罰を受けるが，
一般的な児童虐待，つまり犯罪に至らない程度の
虐待の場合には，有効な対策がないため，子ども
の保護は弱いと考えられる．
　さらに，2013年には，中国全土に衝撃を与えた
「南京女児餓死事件」が発生した12）．新聞記事によ
ると， 6 月22日に南京市江寧区の部屋で女児 2 人
が餓死しているのが発見された． 1 人は 2 歳， 1
人は 1 歳であった．子どもの父親は当時服役中で
あった．母親は 2 カ月以上前から行方不明で，子
どもを家に閉じ込め，食事を与えなかったため，
子どもを餓死させたと見られる．本件では，虐待
者である母親に対して，人民法院は故意殺人罪で
無期懲役，政治的権利の終身剝奪を言い渡した．
この事件によって，ネグレクトへの認識が中国社
会に広がり，児童虐待が重要な社会問題として注
目され始めるようになった．
　上記の統計調査と新聞記事を踏まえても，中国
全土の児童虐待件数を正確に把握することはでき
ないが，児童虐待はすでに深刻な状況になってい
るとは言えよう．74.2％の子どもが家庭内暴力を
受けたことがあり， 6 年間に報道された虐待死事
件が359件になることは，頻発する児童虐待と虐待
死の深刻な状況を説明しているだろう．メディア
に報道された事件は大体悲惨かつ重大な危害が発
生した児童虐待の事件であるが，このような報道
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の裏に，重大な結果に至らない児童虐待が決して
存在していないとは言えないだろう．重大な危害
が発生した児童虐待事件が重視されている一方，
一般的な児童虐待（軽い傷を付ける等）に有効な
対策はできていない．そして，無視できないのは，
現在でも父母が利益のために，子どもに売春させ
ることや，子どもを売買すること，子どもに物乞
いをさせ稼ぐこと等の状況が存在することである．
虐待者や悪質な親から子どもを保護するのは重大
な社会的課題になるだろう．
3 ．法的対応の現状
　反家庭暴力法が制定されるに至るまでの法的対
応については，地方の立法が先行し，その後全国
レベルの法改正が行われ，法改正の影響を受けて
他の地方が人身安全保護措置や訓戒制度等の対応
策を試行した．以下では，これらの法的対応の詳
細を述べる（表 1 参照）．
　まず，1995年，北京で開催された「国連第四回
世界女性会議」をきっかけとして，ジェンダーや
家庭内暴力等の観念が初めて中国社会に導入され，
中国の家庭内暴力に関する立法に大きく影響を与
えた．1996年，湖南省長沙市市政府は，中国初の
家庭内暴力の政策である「家庭内暴力の予防と阻
止に関する規定」を制定した．その後，2000年，
湖南省は「家庭内暴力の予防と阻止に関する決議」
を制定し，家庭内暴力を定義し，政府部門の責務
を規定している．この決議は，中国の法規定の中
に初めて家庭内暴力の概念を定めている．
　次に，2000年全国レベルの法律である「中華人
民共和国婚姻法」は，家庭内暴力の問題を明確的
に規律した13）．「家庭内暴力を禁止する」という原
則を確立し，被害者の救助措置と加害者への行政
処罰の規定が設けられた．その後，最高人民法院
は「〈中華人民共和国婚姻法〉の適用に関する解
釈」（以下，「婚姻法」司法解釈⑴という．）を制定
し，家庭内暴力とは，家庭構成員間の殴る，縛る，
監禁する，残害する又は他の手段によって，被害
表 1 　反家庭暴力法に至る前の法的対応
名称 性質 制定機関
1996年 家庭内暴力の予防と阻止に関する
規定
地方政策 湖南省長沙市市政府
2000年 9 月 家庭内暴力の予防と阻止に関する
決議
地方法規定 湖南省人民代表大会常務委員会
2001年 4 月28日改正 中華人民共和国婚姻法 全国立法 全国人民代表大会常務委員会
2001年12月24日 〈中華人民共和国婚姻法〉の適用
に関する解釈
婚姻法の条文と同様
な効力が有する
最高人民法院
2005年 8 月28日改正 婦女権益保障法 全国立法 全国人民代表大会常務委員会
2006年12月19日改正 未成年者保護法 全国立法 全国人民代表大会常務委員会
2008年 3 月 家庭内暴力に関する婚姻案件の審
理指南
法院の内部通達 最高人民法院
2008年 7 月31日 家庭内暴力の予防と阻止に関する
意見
行政通達 婦女連合会，中央宣伝部，最高検
察院，公安部（警察庁），民政部，
司法部，衛生部
2014年12月18日 監護人が未成年者の権益を侵害す
る行為に関する意見
通達 最高人民法院，最高人民検察院，
公安部（警察庁），民政部
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者に身体的，精神的，性的な傷害に与える行為で
あると定義した．さらに，「婦女権益保障法」，「未
成年者保護法」，「障害者保障法」，「老人権益保障
法」等の法律が相次いで改正され，女性，児童，
障害者，老人（高齢者）への家庭内暴力を禁止す
る原則，および，国家と関連機関の責務等の規定
を制定した．
　そして，2008年 3 月に最高人民法院の研究所は，
裁判官が家庭内暴力に関する婚姻案件を審理する
参考書である「家庭内暴力に関する婚姻案件の審
理指南」（以下，「指南」という．）を発行した14）．
最高人民法院は 9 ヶ所の基層法院（地裁）を選び，
「指南」の試行を行った．「指南」に基づいて人身
安全保護措置を取ることで，家庭内暴力から被害
者を有効に保護されるケースが多く見られた．試
行の状況によると，裁定の履行率は90％以上にな
っている15）．この試行が全国レベルの家庭内暴力
防止法に，いい経験を与えたとも言える．
　さらに，2008年 7 月に，婦女連合会，中央宣伝
部，最高検察院，公安部（警察庁），民政部，司法
部，衛生部の七つの部門は「家庭内暴力の予防と
阻止に関する意見」という行政通達を各地の各部
門に下した16）．家庭内暴力の予防，介入，制止，
処罰，救助の順番に応じて，各関連部門の責務が
規定され，家庭内暴力の事前予防，事件の介入，
事後救助の対応段階が設けられた．これは家庭内
暴力に対応する統一的な法律の制定という点で，
大きな意義がある．
　2013年までに，中国の31省市のうち29省市は家
庭内暴力防止の規定を制定し，或いは地方政策を
決定した17）．2013年，江蘇省は「家庭内暴力訓戒
制度実施方法（試行）」を制定し，初めて中国に家
庭内暴力訓戒制度を設けた18）．さらに，2014年12
月，発行された「監護人が未成年者の権益を侵害
する行為に関する意見」（以下，「意見」という．）
により，児童最大利益の原則を確立し，監護人（主
に親）による児童虐待，子どもへの犯罪行為を対
象とし，警察の対応の規制，強制報告制度，緊急
分離措置および監護権の剝奪等を規定している．
中国の児童虐待の法的対応にとっては，重大な進
歩であると思われる．
　以上のように，地方が長年，家庭内暴力に対応
し，その対応策や被害者の保護措置等に関しては
良い経験を与えた．しかし，深刻な家庭内暴力の
現状に対して，地方の法規制では限界があるため，
全国レベルの家庭内暴力防止法が必要になると考
えられる．
4 ．そ の 原 因
　家庭内暴力が頻発する原因は様々であるが，最
も重要な原因は二つあると考えられる．第一に，
伝統思想の影響が根強く存在しており，女性が軽
視されたことや，親に子の支配権があること等の
儒教思想は社会全体の考え方に深く影響している
ことである．第二に，反家庭暴力法が施行される
前には，家庭内暴力に対する法制度が不十分であ
ったため，家庭内暴力への公的介入が足りないこ
とである．
⑴ 伝統思想の影響
　中国では，長い封建時代において，儒教思想の
影響が大きかったため，強い父権と夫権が確立さ
れ，統治の基本単位となる宗族制度19）も完備され
ていた．現在でも，中国は儒教思想の影響を深く
受けており，父権と夫権の意識が今も存在してい
る．その結果，女性は男性の付属物という考えが
見られる．子どもが親の所有物，または親に子ど
もの支配権があるという考えも存在している．さ
らに，封建社会の宗族制度は家長の下で家族を管
理する制度であり，家族の問題は家の内部で解決
する傾向があり，公的権力の介入を排除する．特
に中国の農村部は宗族制度の残留が強く，男尊女
卑の思想が残存しているため，女性と児童の権利
擁護が難しいと思われる．
　そして，中国では家庭内暴力を受けたことが家
の恥とされており，「家の醜いことは外へ出しては
いけない」という伝統的な思想が根強く存在して
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いるため，被害者が公的機関や他人の救助を望ま
ないとする考え方が多く見られる．当事者は，夫
婦間の暴力を夫婦の喧嘩であると認識しており，
暴力行為の違法性を認識していない．被害者が自
分の権利を侵害されたことを自覚しないまま，長
年，暴力を受けている．その結果，暴力を耐えら
れない被害者が加害者を殺害した事件は，多く見
られるようになった．その他，親が暴力を用いて
子どもを教育する観念は，古くから存在している．
今でもこのような伝統的教育観念が根強く存在し，
虐待親は自分の行為が児童虐待に当たるものとは
思わず，子どもを教育していると認識している．
さらに，子どもは自分の財産で，子どもを好きに
するのは親の権利という考えが存在する．このよ
うな伝統思想の影響は，頻発する家庭内暴力の重
大な原因になると考えられる．
⑵ 法的対応の不足
　前述のように，反家庭暴力法が制定される以前
にも，家庭内暴力を規制する法規定と政策は数多
く存在しており，主に家庭内暴力を定義し，家庭
内暴力の禁止の原則，関連部門の責務と対応措置
も規定している．これらの法律規定には，家庭内
暴力の防止にとって意義がある一方，次のような
問題も存在する．まず，家庭内暴力を防止する全
国レベルの立法がなく，関連規定が各法律と行政
規定に置かれているが，相互に連携しておらず，
内容も不十分であることである．次に，現行法の
規定は原則的なものにすぎないため，実効性が疑
わしいことである．さらに，具体的な被害者の保
護措置や加害者の処罰等の規定がないため，実務
の対応は依然として法律根拠のない状態のままに
なっていることである20）．個別の地方立法がいく
つかの家庭内暴力への対応措置を試行したが，全
国レベルの法律規定がないため，実務の対応が制
限されてしまうところも多いと考えられる．
　家庭内暴力の深刻な現状とその法的対応におい
て，現場の職員，学者や一般市民は，統一的な家
庭内暴力防止法の立法の必要性を主張した．伝統
思想が根強く存在しているため，家庭内暴力の対
応策と被害者の保護措置のほか，家庭内暴力の予
防策の確立が期待されていた．
Ⅱ 立法の経緯21）
1 ．法律案提出の経緯
　2011年，人民代表大会22）の一部の代表は，家庭
内暴力の深刻な現状や，現行法の規定の分散，法
的対応の不足を指摘し，全国レベルの反家庭暴力
法の制定を提言した．第11期全国人民代表大会常
務委員会（以下，「全人代常務委員会」という．）
は反家庭暴力法に関する立法を立法計画の一つと
して予備的に可決した23）．その後，第12期全人代
常務委員会は，2013年に反家庭暴力法の制定を 5
年間の立法計画の一つとし，国務院が本法草案の
提出者になることを決めた．2015年，第12期全人
代常務委員会は反家庭暴力法の制定を年度立法計
画の一つとして可決した24）．
　そして，国務院の婦女児童委員会25）は大量の調
査研究と実践の経験に基づいて「中華人民共和国
反家庭暴力法（草案送付稿）」（以下，「草案送付
稿」という．）を起草し，2014年 3 月に国務院に提
出した．国務院法制事務室は66の中央政府の関連
部門や31省市の人民政府の意見を求め，「草案送付
稿」を修正し，「中華人民共和国反家庭暴力法（意
見公募稿）」（以下，「意見公募稿」という．）を制
定した．同年11月25日，国務院法制事務室は「意
見公募稿」を国務院サイドに公開し，社会全体に
対して意見を求め，専門家研究会を開催し，地方
での調査を行った．これらの意見を参考し，関連
部門との検討を踏まえ，「中華人民共和国反家庭暴
力法（草案）」（以下，「草案」という．）が完成し
た．2015年 7 月28日，国務院第100回常務会議は
「草案」を全国人民大会常務委員会に提出すること
を決めた26）．
　2015年 8 月27日，第12期全人代常務委員会第16
回会議は「草案」の初回審議を行い，「草案」をめ
ぐって委員の議論が盛んに行われた．その後，全
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人代常務委員会の法制工作委員会27）は各省市，中
央関連部門，一部の大学に対して，「草案」を送付
して意見を求めた．同年 9 月 8 日，全国人民代表
大会サイドに「草案」の全文を公開し，一般市民
の意見を求めた．同年10月 7 日までに，8792名の
市民から42203通の意見が提出された．同年10月15
日，法制工作委員会の社会法室は法学，社会学の
専門家を集め，「草案」の検討会を開催した．そし
て，同年10月下旬から11月25日まで，法制工作委
員会の社会法室と法律委員会28）の委員は江蘇省，
雲南省女子刑務所と福建省に現地調査研究を行っ
た．以上の草案の初回審議，一般市民の意見公募，
専門家の検討会，地方の現地調査研究によって，
いくつかの簡潔な報告書が取りまとめられた．
　その後，同年11月26日，法律委員会は上記の報
告書を参考しながら，草案の全条文を審議した．
同年12月 8 日，法制工作委員会は法律施行のリス
ク分析会を開催し，主に法律の施行時期，制度の
実行可能性，社会効果および施行後の問題を検討
した．そして，同月15日，法律委員会は再審議を
行い，リスク分析会の結論を踏まえ，「草案」を修
正し，「中華人民共和国反家庭暴力法（草案 2 回審
議稿）」（以下，「草案 2 回審議稿」という．）を完
成させた29）．同月21日，「草案 2 回審議稿」が全人
代常務委員会のグループ審議に提出され，一部の
委員は改正意見を述べた．同月25日，法律委員会
はグループ審議における改正意見を検討し，条文
の内容と文言を修正し，「中華人民共和国反家庭暴
力法（草案最終表決稿）」（以下，「法律案」とい
う．）を完成させた30）．同月27日，「法律案」が第
12期全人代常務委員会第18回会議に提出され，
158票賛成，1 票棄権で可決された．国家主席習近
平は第37号主席令を署名し，「中華人民共和国反家
庭暴力法」を公開し，2016年 3 月 1 日に施行する
ことになった．
2 ．立法当時の主な議論
　国務院の「意見公募稿」から，反家庭暴力法の
内容について様々な議論がなされていた．筆者が
手に入れることのできた資料に限られるが，今回
は立法機関である全人代常務委員会に提出された
「草案」から，最後に可決された「法律案」までの
議論を中心に，主たる争点を明らかにする（一連
の経過の概略は後掲表 2 参照）．前述のように，
「草案」に対し，初回審議の委員意見，専門家の意
見，一般市民の意見，地方の現地調査の意見等の
いくつかの報告書がまとめられていた．これらの
報告書を参考しながら，主たる争点に関する議論
をまとめたい．
⑴ 家庭内暴力の類型
　初回審議の草案において，家庭内暴力の類型に
ついて，身体的暴力は家庭内暴力として認められ
たが，精神的暴力や，性的暴力，経済的支配，扶
養義務を果たさないこと等が家庭内暴力になるか
が問題となった．
　共通意見として，「草案」における家庭内暴力の
類型が充分ではないことが挙げられる．最も注目
されたのは，精神的暴力が家庭内暴力として認め
るかという問題である．「意見公募稿」で認められ
たが，「草案」は認められなかったため，精神的暴
力に関する議論が激しくなされた．多数意見は「身
体的暴力以外に，精神的暴力は実際によくある家
庭内暴力の類型であるため，家庭内暴力の範囲を
拡大するべきである．」とする31），地方の現地報告
書においても，「実務で精神的暴力に関する案件は
多く見られ，特に被害者を電話やメールを用いて
脅迫すること等，被害者に大きなダメージを与え
ている．現行婚姻法司法解釈⑴と〈指南〉も精神
的暴力を規制しているため，本法も精神的暴力を
規制するべきである」と指摘した32）．さらに，専
門家と一般市民の意見報告書にも精神的暴力を規
制すべきであるという要請が強く見られる．これ
らの意見を吸収し，「草案 2 回審議稿」は日常の罵
倒や脅迫等の精神的暴力を家庭内暴力として明確
に規制している．
　そして，「草案 2 回審議稿」は性的暴力や，経済
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的支配，扶養義務を果たさない行為を家庭内暴力
として明確に規制していないため，これらに関す
る議論が盛んに行われた．まず，性的暴力を家庭
内暴力の独立した類型として認めるかどうかが争
点になっていた．多数の専門家は，「性的暴力はよ
くある家庭内暴力の類型であり，身体的暴力や精
神的暴力と違い，被害者の心身を害するものであ
る．明確に規制しないと，性的暴力を家庭内暴力
として認定できず，被害者の保護が弱くなる．加
えて，「女子差別撤廃条約」，「児童権利条約」や多
数の海外の立法は，性的暴力を家庭内暴力として
認めている．わが国でも性的暴力を規制すべき」
と指摘した33）．また，一部の委員は「性的暴力を
単独に規制するかどうかは検討する余地がある」
と述べた34）．
　次に，経済的支配について，一部の委員と多数
の専門家は，「経済的支配が家庭内暴力の対象にな
るかどうかは検討する余地がある」と指摘した35）．
経済的支配の規制を保留する原因については，「経
済的支配の認定は複雑で，各家庭の経済状況や財
政管理等の具体的な状況と密接に関連し，かつ社
会全体がいまだ充分に経済的支配を認識していな
いため，今回の立法では明確に規制しなくてもよ
い」という考えを示した36）．
　さらに，扶養義務を果たさない行為に関して，
一部の委員は，「高齢者を扶養せず，遺棄すること
も家庭内暴力に含めるべき」と指摘した37）．地方
の現地報告書は，「精神病者や，子どもへのネグレ
クトは家庭内暴力として規制すべきであり，重大
な結果を起こさないように早めに介入すべきであ
る．実際に高齢者に暴力を振るうことは少ないが，
長期的に日常の罵倒や無視することは多く見られ
る．加えて，留守児童38）へのネグレクトも頻発し
ているため，ネグレクトも規制するべきである」
と指摘した39）．
　その他，初回審議には「わが国の実情に応じて
家庭内暴力の範囲を規制すべきであり，一定の危
害に至った侵害行為は家庭内暴力に該当する．親
の子どもに対する体罰，しつけ等を家庭内暴力と
して認定することは，わが国の実情にふさわしく
なく，実務に適用しにくい可能性が高い」という
懸念を示した40）．その結果，中国反家庭暴力法に
おいて，身体的暴力と精神的暴力は明確に規制さ
れているのに対し，他のタイプの暴力行為は条文
中の「等」という文言により実務で柔軟に対応す
ることが期待されていると解釈された．
⑵ 法律の適用対象
　初回審議の草案における本法の適用対象は，家
庭構成員間の暴力であるが，家庭構成員の範囲に，
同居者，事実婚の配偶者，恋人や元配偶者が含ま
れるかどうかが問題となった．
　家庭構成員の範囲について，一部の委員，専門
家は「家庭構成員の範囲を明確にするべきである」
という意見を表明した．その他の委員の意見には
「身分，共同生活，法定扶養監護関係を基準として
家庭構成員の範囲を拡大するべきである」や，「家
庭構成員に対して拡大解釈をする」等の家庭内構
成員の範囲を広げる意見があったが，「家庭構成員
の範囲はもっと研究すべき，範囲が広すぎるのは
いけない」という懸念も示された41）．専門家は「社
会生活上直系姻族は非常に密接している親族であ
り，夫の父母や妻の父母が孫の世話をしている場
合が多く見られる．直系姻族は家庭構成員として
認めるべきである」と指摘した42）．
　他の適用対象に関して，地方の現地報告書には，
「未婚同居や元配偶者が離婚後家から離れない現象
は多く見られる．留守児童が父母の委託監護によ
り他人の家で育てられることもよくある．監護関
係，扶養関係，里親と里子，同居関係等の共同生
活を営む者の間の暴力は家庭内暴力として認める
べきである．たとえ同居者，元配偶者を家庭構成
員として認めなくとも，被害者を保護するため，
柔軟な手段を使い，これらの者の間の暴力を家庭
内暴力と見なし，本法を準用する」と提言した43）．
専門家はほぼ同様な意見を有していた．そして，
一部の委員には，「本法の適用対象に家庭構成員お
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よび他の共同生活を営む者すべてが含まれるべき」
という直接的適用する意見があった44）．恋愛関係
が適用対象になるかどうかの問題について，一般
市民の意見は賛同意見であるが，専門家の意見報
告書はまだ検討する余地があると指摘した．結果
として，「草案 2 回審議稿」は家庭内構成員の範囲
を拡大していないが，他の共同生活を営む者の間
の暴力には本法を準用するという付則が制定され
た．
　法律委員会は，家庭構成員の範囲の拡大や家庭
内暴力の類型の増加等の意見に対して，「家庭関係
は特殊，かつ複雑であるから，本法の制定におい
ては，家庭関係への公的権力の過剰介入に注意し，
現在の社会全体の認識度と受容度を考慮しなけれ
ばならない．これらの意見に関しては，引き続き
研究する必要があり，社会実情の変化に応じて条
件が整ったら，関連の規定を改正して補充する」
と述べている45）．
⑶ 児童への保護措置
　今回の立法に際し，いかに児童と他の行為無能
力者や制限行為能力者を保護するかが問題となっ
た．初回審議の草案には強制報告制度と監護権の
剝奪が定められているが，児童等の弱者層への保
護がまだ不十分であるとの指摘も多く見られる．
　まず，最も議論になったのは強制報告義務者の
範囲である．初回審議の草案では，中学校，小学
校，幼稚園，病院及びその職員が義務者とされた．
一部の委員は，「居民委員会，村民委員会46）等の人
民自治組織は都市や農村部にあまねく存在してお
り，家庭内暴力の被害者を発見しやすい．これら
の組織に報告義務を課すべきであり，組織とその
職員が報告義務者になるべきである」と指摘し
た47）．地方の現地報告書にも，「経験則上，家庭内
暴力の被害者が最初に救助を求めるところは，常
に居民委員会，村民委員会等の人民自治組織であ
る」と指摘し，これらの組織とその職員に強制報
告義務を課すべきだと提言した48）．専門家，一般
市民の報告書にも同様の意見があり，「社会福祉施
設，救助機構も報告義務者になるべき」と指摘し
た49）．法律委員会はこれらの提言を通し，「草案 2
回審議稿」で強制報告義務者の範囲を拡大し，居
民委員会，村民委員会，社会福祉施設，救助機構
とその職員が義務者になった．
　そして，児童の保護措置について，初回審議の
草案には，児童への特別配慮原則と児童の緊急分
離措置が規定されていないが，いくつかの報告書
によりこれらの規定を創設するべきという意見が
多く見られている．さらに，緊急分離措置につい
て，地方の報告書には，「家庭内暴力により児童が
身体に重大な危害を受けた場合，人身の安全に対
する脅威がある場合，また面倒を見る人がいない
場合に，警察機関は該当児童を親から分離させる
という規定を設けるべきである」という意見があ
った50）．その他，専門家は，「親の同意がなくて
も，警察機関と未成年者保護部門は児童の利益を
最大限に保護するため，該当児童を親から分離さ
せることができる」と強調した51）．
　最後に，監護権の剝奪について，一部の委員は，
「指定監護人になりたくない者が多数存在してお
り，どう解決するかは研究する必要がある．関連
者と関連組織の意味を明確すべきである」と指摘
した52）．専門家と一般市民の報告書も「関連者と
関連組織の意味を明確すべきである」と提言した．
その他，地方の報告書には，「元監護人の監護権の
回復の規定を設けるべきである」という意見があ
った．その結果，現行法には監護権の回復規定が
設けられていないが，監護権の剝奪の申立人を具
体化された．
⑷ 人身安全保護令53）
　人身安全保護令は，重要な被害者保護措置とし
て，立法当時に様々な議論がなされていた．主に
申立人の範囲，緊急保護令の創設，保護令の内容，
執行と時効をめぐって議論があった．
　まず，申立人の範囲について，「草案」では当事
者本人が申立人になるが，当事者が脅迫により申
請できない場合は，当事者の近親が申立人になる．
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また，いくつかの報告書には，「申立人の範囲を拡
大すべきである」という共通意見があった．具体
的には，婦女連合会，居民委員会，村民委員会，
未成年者保護機構および救助機関等の組織が挙げ
られる．さらに，「当事者が脅迫により申請できな
い場合だけでなく，当事者が未成年者等の行為無
能力者や制限行為能力者の場合には，当事者の代
わりに，その近親と上記の組織が申立人となる」
という意見も多く見られる．その他，一部の委員，
一般市民の意見には，「被害者の同意を得て事情を
知っている自然人，法人，他の組織も申立人にな
るべきである」というものもあった．
　次に，緊急保護令の創設に関しては，すべての
報告書に，緊急状況において人民法院は緊急保護
令を出すべきであるという意見があった．委員の
意見を除き，他の報告書は「24時間以内に保護令
を出すべきである」と提言した．また，保護令の
有効期限について，「 6 ヶ月の期限は短いため，1
年にするべきである」，「当事者の申請によって期
限の延長を認めるべきである」等の議論があった．
　さらに，保護令の内容について，一部の委員は
「加害者は被害者を支配するために，被害者の父
母，子どもまたは兄弟姉妹等に対して脅迫，迷惑
行為，尾行をすることが多く見られる．被害者の
近親も保護の対象になるべきである」と指摘した．
地方の報告書にも同様の意見が提出された．その
他，専門家と一般市民の報告書には「被害者の財
産を保護する措置が必要である」，「加害者に強制
的な心理的治療を行うべきである」等の意見もあ
った．
　最後に，保護令の執行機関に関しては，意見が
分かれていた．一部の委員と一般市民の意見は，
警察機関が執行機関であるとしていた．地方の報
告書は，意見が分かれている．警察機関が執行機
関であるという意見がある一方，人民法院が執行
機関であり，警察機関，婦女連合会等の部門，組
織はこれに協力し，居民委員会，村民委員会も協
力すべきであるという意見もあった．法律委員会
は，これらの意見を踏まえ，「草案」における人身
安全保護令の部分が多く修正された．以下の現行
法の内容で詳しく述べているが，大体多数意見に
基づいて修正されるものと考えられる．
Ⅲ 反家庭暴力法の内容
　中国反家庭暴力法は総則，家庭暴力の予防，家
庭暴力の処置，人身安全保護令，法律責任（罰則）
と附則の 6 章で構成され，全38カ条からなる．以
下は反家庭暴力の主たる内容を述べる．児童虐待
の特別措置以外の条文は夫婦間の暴力，児童虐待，
高齢者虐待に共通するものである．
1 ．総則・家庭内暴力の予防
⑴ 立 法 目 的
　本法の目的は（a）家庭内暴力を予防し，阻止す
ること，（b）家庭構成員の合法的権益を保護する
こと，（c）平等，睦まじい，文明的な家庭関係を
保護すること，（d）家庭の円満と社会の安定を促
進することである（第 1 条）．主たる目的は家庭内
暴力の発生率を減らし，発生した家庭内暴力の被
害者を保護することである．そして，家庭関係を
保護するため，家庭内暴力の被害者の利益を犠牲
にしてはいけないとされている．
⑵ 家庭内暴力の定義
　家庭内暴力とは，家庭構成員を対象とし，殴る，
縛る，傷つける，人身自由を制限すること等の身
体的暴力と，日常の罵倒や脅迫等の精神的暴力行
為である（第 2 条）．家庭内暴力については，身体
的暴力と精神的暴力の二類型が挙げられており，
性的暴力，経済的支配，ネグレクト等の行為が含
まれていない．条文に「等」という文言が使われ
ているため，実務で性的暴力等の行為を家庭内暴
力として対応できるようになり，家庭内暴力の定
義に解釈の余地が生まれた54）．さらに，国家はあ
らゆる形態の家庭内暴力を禁止するため（第 3
条），身体的，精神的暴力以外の暴力行為を受けた
被害者にも保護を与えている．
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　また，家庭構成員については，配偶者，父母，
子女，兄弟姉妹，祖父母，孫等の近親に限られず，
夫の父母と妻，妻の父母と夫，夫の姉妹と妻なら
びに夫の兄の妻と妻等の密接な親戚関係がある者
も含まれている55）．なお，家庭構成員は共同生活
を営む者に限られない．その他，家庭構成員以外
の共同生活関係を営む者の間の暴力行為について
は，反家庭暴力法が準用される（第37条）．家庭構
成員以外の共同生活関係を営む者とは，主に監護
関係がある者，里親と里子，同居人等の者であ
る56）．
⑶ 国及び地方公共団体の責務
　家庭内暴力の主要な対応機関は県級57）以上の婦
女児童委員会であり，被害者を保護するため，関
連部門の協調，指導，監督の役割を担当する．司
法機関，人民団体，社会組織，居民委員会，村民
委員会，企業事業機関58）または関連部門は，本法
の規定により，各自の責務を果たすべきである．
各級人民政府は必要な経費を確保しなければなら
ない（第 4 条）．
⑷ 基 本 原 則
　本法の主たる目的は被害者の保護であり，家庭
関係への国の介入と個人権利の保護とのバランス
を保つため，三つの基本原則を制定している．（a）
家庭内暴力の予防を中心として，加害者の教育，
矯正と処罰等の措置を活用することである．重大
の結果に至る家庭内暴力は刑法に基づき，故意殺
人罪や過失致死罪，虐待罪等の犯罪として処罰さ
れる．他方，軽度の家庭内暴力への法律の対応は
難しいため，加害者の教育や心理的治療を活用す
るべきである．（b）被害者の意向を尊重し，その
プライバシーを保護しなければならない．家庭内
暴力の防止には国の介入が必要であるが，家庭関
係への過剰介入を防止するために個人権利の保護
も重要である．（c）児童，高齢者，障害者，妊産
婦，重病人は家庭内部の弱者であり，これらの人
への家庭内暴力には特に保護しなければならない
（第 5 条）．
⑸ 家庭内暴力の予防
　家庭内暴力に関する社会一般の理解が重要であ
るため，国と各級人民政府は家庭内の道徳の宣伝
を通し，家庭内暴力の防止のための知識や反家庭
内暴力の観念を普及する（第 6 条）．そして，政府
は民間団体と社会組織が行う家庭関係の指導活動
や心理健康の相談，家庭内暴力の予防の教育等の
社会的啓発活動を支持し，協力する（第 8 条・第
9 条）．関連機関は家庭内暴力の状況の統計をと
り，人民調停委員会59）が家庭内のトラブルを調停
し，家庭内暴力のリスクを減らす（第 7 条・第10
条）．子どもの養育に関しては，監護人が適切な方
法で子どもを教育し，一切の暴力行為を禁ずる（第
12条）．
2 ．家庭内暴力の対応措置
⑴ 救 済 方 法
　家庭内暴力の救済方法は三つ存在する．（a）家
庭内暴力を受けた被害者，その法定代理人とその
近親は各関連機関（婦女連合会等）に報告し，救
助を求めることができる（第13条 1 項）．各関連機
関は被害者の相談を受け，家庭内暴力のリスクを
評価し，被害者の状況に応じて支援する．（b）上
記の者は警察に家庭内暴力を通報することができ
る．通報により警察官は直ちに現場に向かい，暴
力を制止する（第15条）．そして，家庭内暴力の状
況に応じて，被害者の傷跡の鑑定に協力し，加害
者に対して口頭注意し，あるいは訓戒書を出す．
（c）上記の者は人民法院に加害者を訴えることも
できる（第13条 2 項）．刑法に基づき親告罪にあた
る場合は告訴でき，犯罪に至らない場合は民事損
害賠償を訴えることができ，人身安全保護令を申
請することもできる．
⑵ 訓戒書制度
　訓戒書は行政指導の性質がある．訓戒書の対象
は，治安管理条例60）により処罰されない軽度の家
庭内暴力の加害者である．警察は加害者に対し，
口頭の注意或いは訓戒書を下す．訓戒書には加害
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者の個人情報（氏名，性別，年齢，生年月日，身
分証番号，現住所等），家庭内暴力の事実の陳述，
加害者の家庭内暴力行為を禁止すること等の内容
が記載されている（第16条）．そして，訓戒書は加
害者，被害者に送達され，居民委員会，村民委員
会にも送達される（第17条）．居民委員会や村民委
員会，警察の派出所が加害者と被害者に家庭訪問
し，家庭内暴力の再発防止の監督をする（第17
条）．また，家庭内暴力に関する訴訟において，人
民法院は訓戒書によって家庭内暴力の事実を認定
することができる（第20条）．
⑶ 被害者への援助
　被害者に対し，三つの支援方法が設けられてい
る．（a）被害者は政府の臨時保護所に入所し，一
時的な生活援助を受けることができる（第18条）．
（b）法律援助機関は被害者に対し，公益弁護士を
指定し，法律援助を行う．法により，人民法院は
被害者の訴訟費用が猶予され，免除され，軽減さ
れるべきである（第19条）．（c）必要であれば，民
間団体や居民（村民）委員会は被害者と加害者に
対して心理的ケアを行う（第22条）．
⑷ 児童虐待の特別措置（精神病者にも適用す
る）
⒜　強制報告制度
　強制報告の対象は，家庭内暴力を受けた者，又
は家庭内暴力を受ける恐れが大きい未成年者等の
行為無能力者或いは制限行為能力者61）である．強
制報告の義務者は，学校，幼稚園，病院，居民委
員会，村民委員会，ソーシャルサービス機構，救
助管理機構，福祉施設及びその職員である．これ
らの義務者は未成年者と密接しており，最も未成
年者の家庭内暴力を発見しやすい者である．上記
の機関とその職員が仕事中に，報告の対象を発見
した場合には，直ちに警察に通報しなければなら
ない．警察は通報者の個人情報を保護する（第14
条）．
　さらに，強制報告の義務を履行しない者には処
罰が科される．上記の機関とその職員が仕事中に，
報告の対象の発見を警察に通報せず，かつ重大な
結果を引き起こした場合には，当該機関またはそ
の上級機関は担当者および他の責任者に対して，
法により処分を与える（第35条）．
⒝　警察による緊急措置62）
　緊急措置とは，家庭内暴力の通報により，未成
年者等の行為無能力者，制限行為能力者が以下の
状況に陥っている状態を警察が発見した場合，民
政部門に連絡し，被害者を臨時保護所，救助管理
機構あるいは福祉施設に入所させる措置に協力す
ることである．以下の状況とは：家庭内暴力によ
り身体に重大な危害を受けた場合，人身の安全に
対する脅威がある場合，面倒を見る人がいない場
合である（第15条）．言わば，緊急状況における親
子分離措置である．
　⒞　監護権の剝奪
　被監護人の親族，居民委員会，村民委員会や県
級以上の政府の民政部門等の関係者又は関係機関
が監護権の剝奪訴訟の申立人になる．これらの者
は，被監護人が監護人からの家庭内暴力により，
身体に重大な危害を受けたとき，または被監護人
が監護人による両親の間の暴力を目撃して重大な
心理的危害を受けたときに63），人民法院に監護権
の剝奪の訴訟を申し立て，人民法院は法により監
護人の監護権を剝奪し，他の監護人を指定する．
さらに，監護権を剝奪された加害者は，被監護人
の養育，扶養の費用を引き続き負担しなければな
らない（第21条）．
3 ．人身安全保護令
　人身安全保護令とは，家庭内暴力の当事者の申
請により，人民法院が加害者に対し，被害者への
暴力禁止や被害者及びその近親への接触禁止，他
の被害者の安全を保護する措置等を命ずる裁定で
ある．被害者の事前保護制度とも言える．
⑴ 申 請
　家庭内暴力を受けた当事者又は家庭内暴力を受
ける恐れが大きい者は，人民法院に人身安全保護
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令を申請することができる．当事者が行為無能力
者，制限行為能力者のとき，または脅迫等によっ
て申請できないとき，当事者の近親，警察機関，
婦人連合会，居民委員会，村民委員会，救助管理
機構は，人民法院に当事者の代わりに人身安全保
護令を申請できる（第23条）．さらに，人身安全保
護令の申請は書面でなければならない．ただし，
書面の申請ができないときは，口頭での申請も認
める（第24条）．
　なお，人身安全保護令の管轄法院は申請人また
は加害者の居住地，または家庭内暴力の発生地に
ある人民法院である（25条）．申請人は基層人民法
院（地裁）に人身安全保護令を申請し，中級人民
法院，高級人民法院と最高人民法院64）には申請で
きない．
⑵ 内 容
　人民法院は裁定で人身安全保護令を出す．保護
令の内容は以下のようになる．（a）被申請人（加
害者）に対して，被害者への家庭内暴力行為を禁
止する．（b）被申請者に対して，申請者（被害者）
及びその近親への迷惑行為，尾行と接触等の行為
を禁止する．迷惑行為とは，正当な事由がなく，
連続して電話をかけ，電子メールを送信すること
等の行為である．尾行とは，普通の尾行に限られ
ず，技術によって被害者の位置の探知や被害者の
行動を監視する行為である．接触とは，被害者の
住所や仕事場に徘徊すること等の被害者に接近す
る行為である65）．（c）被申請人（加害者）に対し
て，申請人（被害者）と共に生活の住所から退去
することを命ずる．（d）被申請人（加害者）に対
して，申請人（被害者）の安全を保護する他の措
置を命ずることができる．前三項にカバーできな
い状況があれば，人民法院は第四項によって被害
者の保護措置を取る．申請人は上記の措置の一つ
或いは複数を申請することができる（第26，29条）．
⑶ 要 件
　人民法院が人身安全保護令を許可する条件は 3
つある．（a）明確に被申請者（加害者）が記載さ
れていること．（b）具体的な請求があること．す
なわち，人身安全保護令の内容にあるもの（被害
者への接触禁止，住所の退去等）を請求している
こと．（c）被害者が家庭内暴力を受けているか，
又は家庭内暴力を受ける恐れが大きいこと．申請
者（被害者）は家庭内暴力を受けているか，又は
家庭内暴力を受ける恐れが大きいことを証明する
必要がある（第27条）．
⑷ 時間規定・抗告規定
　人民法院は保護令の申請を受理してから72時間
以内に許可或いは却下の裁定を出す．緊急のとき
は，24時間以内に判断する（第28条）．保護令の有
効期間は，裁定の効力が生じた日から起算して 6
ヶ月を超えることができず，申請者（被害者）の
申請により人民法院は保護令を撤回，変更，又は
延長することができる（第30条）．
　申請人（被害者）は人身安全保護令の却下に不
服があるとき，または被申請人（加害者）が人身
安全保護令の許可に不服があるときには，裁定の
効力が生じた日から起算して 5 日以内に，人民法
院に不服申し立てすることができる．さらに，こ
の抗告は人身安全保護令の効力に影響を及ぼさな
い（第31条）．
4 ．罰則について
　加害者の家庭内暴力行為が治安管理行為を違反
するとき，治安管理処罰法により処する．犯罪に
至る場合には，刑法により処する（第33条）．被申
請者（加害者）が人身安全保護令を違反するとき，
犯罪に至る場合には，刑法により処する．犯罪に
至らない場合には，人民法院は当該者に訓戒し，
情状により千元以下の罰金，15日以下の拘留に処
する（第35条）．
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Ⅳ 分 析
1 ．反家庭暴力法の特色
⑴ 本法はすべての家庭内部の暴力に対処する
法律である．
　反家庭暴力法における家庭内暴力は，家庭構成
員の間の暴力行為であり，家庭内部で発生する夫
婦間の暴力，児童虐待，高齢者虐待，障害者虐待
や親族間の暴力行為を含む．すなわち，本法はすべ
ての家庭内部で発生する暴力行為を規制している．
さらに，すべての家庭内部で発生する暴力に対応
できるように，立法者の様々な工夫が見られる．
法律の仕組みに関しては，夫婦間の暴力や児童虐
待等に個別的に対応した構成になっておらず，総
合的に事前の予防，事件の発見，事件への介入，事
後の保護という対応段階の順番で構成されている．
　具体的な条文からみると，対応の各段階におい
て，対象に限られない共通の規定が存在している
が，特定の対象に限られる規定も存在する．例え
ば，事件への介入において，被害者の救済方法，
訓戒書制度，人身安全保護令制度は共通の対応措
置であるが，強制報告制度，緊急分離措置は行為
無能力者或いは制限行為能力者のみに適用できる
措置である．要するに，夫婦間の暴力，児童虐待，
高齢者虐待，他の家庭構成員の間の暴力行為に対
し，最初は共通の対応措置で対処し，その後，対
象とその状況によっては，特別に対処することも
ありうると考えられる．したがって，反家庭暴力
法は，幅広く家庭内部で発生するすべての暴力行
為を規制する法律とも言える．
⑵ 本法は主に夫婦間の暴力の対応経験の集大
成である．
　前述のように，本法成立前の法的対応からみる
と，90年代後半から世界の流れに乗り，中国で家
庭内暴力が認識され始め，女性への家庭内暴力禁
止等の観念が次第に認識されてきた．また，家庭
内暴力の調査によると，夫婦間の暴力は最も多く
見られるタイプであり，そのうち女性が被害者に
なりやすいことがわかる．このような家庭内暴力
の現状に対処するため，地方政府は様々な対策を
立て，人身安全保護措置や訓戒書制度等の対応策
を実施した．特に，重要な保護措置である人身安
全保護令は，元々「指南」の人身安全保護裁定で
ある．「指南」は離婚案件に対応する参考書であ
り，主に夫婦間の家庭内暴力の場合において被害
者を保護する．地方の試行状況によると，実際に
児童虐待への人身安全保護措置の適用は非常に少
ない．したがって，夫婦間で頻発する暴力や女性
被害者の深刻な状況において，実務の対応は主に
夫婦間の暴力を中心とし，被害者の保護措置も女
性被害者を保護する傾向があると見受けられる．
　法的対応の現状によると，訓戒書や人身安全保
護令等の制度は，地方で試行して良い結果を得た．
本法の内容において，訓戒書や人身安全保護令等
の制度が存在し，内容も地方の規定と近い．地方
で良い結果を得た保護措置が本法にも規定されて
おり，立法者はこれらの制度を全国範囲に推進し
ようとしていると考えられる．今回の立法におい
て，主に夫婦間の暴力を中心とする対応経験に基
づき，対応策と被害者の保護措置を定めたとも言
える．したがって，反家庭暴力法は主に夫婦間の
暴力の対応経験の集大成と思われる．
⑶ 子どもの利益の保護を強化する傾向がうか
がえる．
　中国において，全国レベルの法律に児童虐待の
対応措置が定められることは初めてであり，大き
な意義があると考えられる．しかし，初期の「草
案」には，未成年者等の特別保護原則，緊急分離
措置が制定されておらず，監護権の剝奪の申立人
が曖昧であり，重要な対応措置である人身安全保
護令の児童虐待への適用を認めていない．その後，
「草案」が子どもの利益を充分に保護していないと
指摘され，いかに家庭内暴力から子どもの利益を
保護するかが重大な課題となり，多くの議論がな
された．より子どもの利益を保護し，各対応措置
が児童虐待の場面にも利用できるように，「草案」
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の改正が行われた．まず，特別保護原則が制定さ
れ，未成年者に対して特別な保護が与えられる．
次に，重大な危害があった時の親子分離措置が創
設された．監護権の剝奪を利用しやすくするため，
申立人の範囲が具体化された．さらに，人身安全
保護令が児童虐待の場面にも適用できるようにす
るため，申立人の範囲が拡大された．「草案」から
「法律案」の変化（表 2 参照）により，児童虐待の
対応措置が増えており，子どもの利益の保護を強
化する傾向がうかがえる．
表 2 　立法草案の主な変化
法律案
争点
意見公募稿
（2014.11.25）
草案
（2015.7.28）
草案 2 回審議稿
（2015.12.21）
法律案（正式法）
（2015.12.27）
家庭内暴力
の類型
身体的，精神的等の侵
害
殴る，縛る，残害する，
人身自由を制限する等
による侵害行為
殴る，縛る，残害する，人身
自由を制限する，及び日常の
罵倒や脅迫等の身体的，精神
的暴力行為
殴る，縛る，傷つける，
人身自由を制限する，
及び日常の罵倒や脅迫
等の身体的，精神的暴
力行為
法律の適用
対象
家庭構成員の間の暴力
（配偶者，父母，子女，
その他の共同生活を営
む近親）
養育関係がある者の間
の暴力
家庭構成員への暴力 家庭構成員の間の暴力
家族構成員以外の同居者の間
の暴力行為（準用）
草案 2 回審議稿と同様
特別保護の
原則
未成年者，老人，障害
者，重病人は家庭内暴
力を受けるときは，特
別な保護を与える．
なし 未成年者，老人，障害者，妊
娠中および授乳期の女性，重
病人は家庭内暴力を受けると
きは，特別な保護を与える．
草案 2 回審議稿と同様
強制報告義
務者
救助管理機構，福祉施
設，中学校，小学校，
幼稚園，病院
中学校，小学校，幼稚
園，病院及びその職員
中学校，小学校，幼稚園，病
院，居民委員会，村民委員会，
ソーシャルサービス機構，救
助管理機構，福祉施設及びそ
の職員
学校，幼稚園，病院，
居民委員会，村民委員
会，ソーシャルサービ
ス機構，救助管理機
構，福祉施設及びその
職員
警察による
緊急措置
被害者が未成年者であ
る場合に，傷害の鑑定
を行い，妥当に未成年
者の生活場所を決定す
る．
なし 家庭内暴力により身体に重大
な危害を受けた，または人身
の安全に対して脅威がある，
または面倒を見る人がいない
ときに，警察機関は民政部門
に連絡し，被害者を臨時保護
所，救助管理機構あるいは福
祉施設に入所させる措置を協
力しなければならない．
草案 2 回審議稿と同様
監護権の剝
奪の申立人
関連者，関連組織 関連者，関連組織 言及しない
（関連者，関連組織のままと推
測できる）
親族，居民委員会，村
民委員会，県級人民政
府の民政部門等の関係
者または関係機関
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2 ．児童虐待の対応の不備
　反家庭暴力法には，家庭内暴力の共通の対応措
置のほか，未成年者等の特別保護原則，監護人の
教育方法，強制報告制度，緊急分離措置および監
護権の剝奪に関する特別規定が設けられている．
前述のように，今回の立法において，子どもの利
益の保護を強化する傾向がうかがえる．本法にお
いて子どもの利益保護の必要性が認識されるよう
になったが，児童虐待の対応はまだ不十分である．
⑴ ネグレクトは規制せず，特別保護措置は子
どもと精神病者に適用する．
　家庭内暴力の定義には，「殴る，縛る，傷つけ
る，人身自由を制限する，及び日常の罵倒や脅迫
等の身体的，精神的暴力行為」が挙げられている．
これは，身体的暴力と精神的暴力の積極的な行為
にとどまり，無視されることやネグレクト等の消
極的な行為は規制されていないことを意味する．
しかし，近年ネグレクトに関する事件は多く見ら
れ，法規制が十分でないため実務の対応が困難で
あるという指摘も多くなされている．今回の立法
議論においても，これらの事件の経験を踏まえ，
子どもの利益を保護するため，ネグレクトは規制
するべきという意見もあった．結果として，ネグ
レクトは規制されておらず，実務の対応は，依然
として困難なままである．これは子どもの利益保
護にとっては重大な欠陥になるだろう．
　そして，児童虐待の対応措置は，主に強制報告
制度，緊急分離措置と監護権の剝奪である．条文
の内容によると，強制報告制度，緊急分離措置の
適用対象は「行為無能力者或いは制限行為能力
者」とされており，子どもに限らず，自己の行為
を弁識できない精神病者も適用対象になる．監護
権を剝奪される対象は，監護人であるが，中国法
における監護人は，子どもの監護人（親権者と後
見人）に限られず，精神病者の監護人も含まれて
いる．すなわち，これらの対応措置は児童虐待と
精神病者の虐待に共通する措置である．措置の内
容からみると，これらの措置は主に2014年の「意
見」によって制定されており，元々子どもを対象
とする制度であったと考えられる．しかし，反家
庭暴力法はすべての家庭内暴力に対応する法律な
ので，精神病者にも適用できるように制度の適用
範囲が拡大された．確かに，行為能力の有無につ
いて，子どもと精神病者には共通点があるが，自
己の意思表明については大きな違いがある．子ど
もと精神病者を区別せず，同様な対応措置で対応
することが妥当かどうかは問題になると思われる．
⑵ 児童虐待の対応措置が抱える問題について
　前述のように，反家庭暴力法がすべての家庭内
暴力を対象にする法律であるため，児童虐待には
共通の措置と特別な対応措置が適用される．児童
虐待の対応アクセスとは，条文によれば，警察が
児童虐待の通報（強制報告と普通の通報）を受け
ると，直ちに現場に向かって暴力を制止すること
である．軽い家庭内暴力があった場合は，虐待者
に口頭で訓戒し，或いは訓戒書を下す．家庭内暴
力行為が治安管理行為に至る場合には，治安管理
条例によって虐待者に行政処罰を課す（主に罰金
と拘留15日以下）．または，本法第15条 2 項に定め
ている緊急状況に至る場合には，警察は民政部門
と連絡し，親と子どもを分離させ，子どもを福祉
施設へ入所させることに協力する．したがって，
警察機関と民政部門は主要な児童虐待の対応機関
になり，特に警察の出番が多いと思われる．しか
し，警察機関は福祉の機能を持たず，犯罪の制止
と治安維持を主要な職務とする機関であるから，
児童虐待に対応する専門性があるかは疑わしい．
　そして，緊急状況における親子分離措置につい
て，措置を判断するのが，警察か民政部門かとい
うことははっきり規定されていない．条文によれ
ば，警察機関の連絡と協力の義務が明確に定めら
れているため，福祉機関である民政部門は子ども
の入所措置が判断する義務があることを推測でき
ると思われる．しかし，仮に福祉機関である民政
部門が判断主体であるとすれば，民政部門が親子
を分離させる措置を決め，子どもを福祉施設に入
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所させることになろう．このような措置の効果と
して，親の監護権が，実質的に制限されうること
になると考えられる．実質的な監護権の制限が，
司法機関の関与なく，社会法の措置に基づき，単
なる福祉機関が自らの判断によって行われること
には，親の正当な権利を侵害する恐れがあるだろ
う．子どもの利益の保護はもちろん大切であるが，
親の正当的権利も保護する必要があると考えられ
る．
　さらに，児童虐待の場面には，共通の措置と特
別の措置を適用することができる．反家庭暴力法
が主に夫婦間の暴力の対応経験の集大成であるた
め，共通の措置は主に夫婦間の暴力の対応経験に
よるものと考えられる．これらの共通の措置は，
児童虐待に対して機能を果たせるかどうかは問題
になるだろう．特に，重要な保護措置である人身
安全保護令は，児童虐待の場面にも使えるように，
申立人の範囲を拡大したが，保護令の内容が児童
虐待の対応にとって適切ではない．もし人身安全
保護令を児童虐待の場面に適用するとすれば，保
護令の内容が要保護児童の状況に合致しないため，
実行可能性があるかどうかは問題になるだろう．
したがって，このような共通の対応措置は実務で
いかに児童虐待に対応できるか，いかに子どもの
利益を保護できるか問題になると思われる．今後
の児童虐待における措置の運用状況に基づき，子
どもの利益を保護するために，これらの措置の改
正を検討する必要があると考えられる．
3 ．今後の課題
　反家庭暴力法は中国の児童虐待の現況に基づい
て対応措置が制定されており，子どもの利益の保
護を強化する傾向がうかがえる．今回の立法は，
児童虐待への対応について重大な意義があるが，
残された課題も多数存在する．
　まず，反家庭暴力法は，個別の章で児童虐待を
規制しておらず，子どもが軽度の家庭内暴力を受
けた場合には，他のタイプの家庭内暴力と同様の
規制で対応しているという問題がある．子どもは
行為能力が制限され，心身も未熟であるため，虐
待の場面で成人間の暴力と同様に対応するのは妥
当ではないと考えられる．立法当時の議論には，
児童虐待と他の家庭内暴力を別々に規制すべきと
いう意見があった66）．常務委員会の委員は「本法
の実効性を確保するため，夫婦間の暴力と児童虐
待への対応措置はそれぞれの章で定め，手続きの
規定を整えるべきである」と提言した．その他，
「家庭構成員の間でも，親族関係によって家庭内暴
力の程度が違い，配偶者間の暴力，父母から子女
への暴力，子女から父母への暴力及びその他の共
同生活を営む親族の間の暴力を別々に規律すべき
である．」という意見もあった67）．しかし，結果と
して，これらの意見は採用されず，依然として「草
案」のような家庭内暴力全般に対処する法律にな
っている．緊急分離措置や監護権の剝奪制度を設
立する際に，立法者は児童虐待の対応の特殊性を
認識していたにもかかわらず，充分な対応策がと
られなかったと考えられる．中国は「児童権利条
約」の締約国であり，子どもの利益保護の視点か
ら，今後の児童虐待の状況に応じて児童虐待を個
別の章で規制するか，専門的に児童虐待防止法を
作るか，残された課題として検討する必要がある
と考えられる．
　次に，児童虐待の対応については，子どもが軽
度の家庭内暴力を受けた場合に，訓戒書制度と行
政処罰によって対応されているという問題がある．
子どもに重大な危害があった場合には，緊急分離
措置や監護権の剝奪によって子どもは保護される．
本法において，子どもが軽度の家庭内暴力を受け
た場合には，訓戒書が下されるか，或いは罰金の
支払いを命じられるという対応が行われる．この
ような対応によって，子どもの利益を保護するこ
とができるかどうかは問題になるだろう．さらに，
軽度ではないが，重大な危害に至らない家庭内暴
力に対応する措置は，本法で規定されていない．
このような場合には，子どもの利益をどのように
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保護するのか問題になるだろう．その他，ネグレ
クトの未規制や緊急分離措置の司法の不関与，警
察機関の専門性に対する懸念等の問題が存在して
いるため，今後の措置運用の状況に応じて，関連
規定の改正を検討する必要があるだろう．
　ところで，緊急分離措置の規定からみると，親
子分離措置を取った子どもは主に福祉機構で長期
的養育を行うことが想定されていると解される．
しかし，中国における社会福祉制度は不充分であ
り，福祉機構の数も少ない．福祉機構は遺棄され
た子どもや家出の子ども，誘拐された子ども等を
収容しており，その養育の負担がすでに多大なも
のとなっている．したがって，親子分離措置を取
ったすべての子どもを福祉機構に入所させること
は困難であろう．さらに，中国は徐々に少子化社
会に進んでおり，子どもは大切にされなければな
らない．児童虐待の場合において，子どもの福祉
を確保するため，子どもの長期的養育をどのよう
に解決するのかということは，今後の重要な課題
になると考えられる．
　最後に，本法における監護権の剝奪制度は，申
立人の明文化や，家庭内暴力を剝奪の原因とする
ことを明確にしたが，まだ問題が存在する．この
制度は元々民法の制度であり，身分変動の効果を
有する．本法における監護権の剝奪制度は，民法
の監護権の剝奪制度に基づいて制定されたものと
解される．しかし，両制度の関連性は不明確であ
り，適用しやすくするために両者の関係を明らか
にする必要があるだろう．社会法である本法は，
家庭内暴力の発生によって監護人の監護権を剝奪
し，身分を変動させるものであり，その法律効果
は重大である．さらに，2016年 7 月に中国民法典
制定の第一段階である「民法総則（草案）」が公開
され，監護権の剝奪制度については，本法規定の
内容を含んでおり，剝奪の原因と申立人が具体化
された．民法典の作成に伴い，両制度の関連性や
児童虐待の対応に向かう監護権制度の改正につい
ては，今後で検討しなければならない課題になる
と思われる．
資料　中華人民共和国反家庭暴力法全文68）
第一章　総則
第 1 条　家庭内暴力を予防，制止し，家庭構成員
の合法的権益を保護し，平等，睦まじい，文
明的な家庭関係を保護し，家庭の円満と社会
の安定を促進するため，本法を制定する．
第 2 条　本法における家庭内暴力とは，家庭構成
員間で，殴る，縛る，傷つける，人身自由を
制限する，及び日常的に罵倒や脅迫等の方法
で身体的，精神的暴力行為が行われることで
ある．
第 3 条　家庭構成員はお互いに助け合い，お互い
に思いやり，睦まじく暮らし，家庭義務を履
行しなければならない．
 家庭内暴力の防止は，国家，社会と各家庭の
共同責任である．
 国家はあらゆる形態の家庭内暴力を禁止する．
第 4 条　県級以上の人民政府の婦女児童部門は，
家庭内暴力を防止するため，関連部門の協調，
指導，連携，監督を担当する．
 県級以上の人民政府の関連部門，司法機関，
人民団体，社会組織，居民委員会，村民委員
会，企業事業機関は，本法の規定と関連法律
の規定により，家庭内暴力を制止しなければ
ならない．
 各級人民政府は家庭内暴力を制止する必要な
経費を確保しなければならない．
第 5 条　家庭内暴力の対応は予防を中心とし，教
育，矯正と処罰を合わせて対応する原則に従
う．
 家庭内暴力の対応は被害者の真意を尊重し，
当事者のプライバシーを保護しなければなら
ない．
 未成年者，老人，障害者，妊娠中および授乳
期の女性，重病人が家庭内暴力を受けたとき
は，特別的に保護しなければならない．
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第二章　家庭内暴力の予防
第 6 条　国家は家庭美徳の宣伝教育を行い，反家
庭内暴力の知識を普及し，公民の反家庭内暴
力の意識を強化する．
 労働者連合会，共産主義青年団，婦女連合会，
障害者連合会は各自の職務範囲内に，家庭美
徳と反家庭内暴力の宣伝教育を行わなければ
ならない．
 ラジオ，テレビ，新聞，インターネット等は，
家庭美徳と反家庭内暴力の宣伝を行わなけれ
ばならない．
 学校，幼稚園は家庭美徳と反家庭内暴力の宣
伝教育を行わなければならない．
第 7 条　県級以上の人民政府関連部門，司法機
関，婦人連合会は，家庭内暴力の予防と制止
を業務研修と統計事項に入れなければならな
い．
 医療機構は家庭内暴力の被害者の診療記録を
取らなければならない．
第 8 条　郷鎮人民政府，街道弁事処69）は家庭内暴
力の予防活動を行い，居民委員会，村民委員
会，ソーシャルサービス機構は協力しなけれ
ばならない．
第 9 条　各級人民政府はソーシャルサービス機構
等の社会組織が心理健康の相談，家庭関係の
指導および家庭内暴力の予防の教育等の活動
を行うことを支持しなければならない．
第10条　人民調停組織は法により家庭内の争いを
調停しなければならない，家庭内暴力の発生
を予防し，減少させる．
第11条　勤務先は職員の家庭内暴力を発見した場
合に，職員を批判，教育し，家庭内の争いを
調停しなければならない．
第12条　未成年者の監護人は，文明的な方法で未
成年者を教育し，法により監護と教育の責任
を履行し，家庭内暴力をしてはいけない．
第三章　家庭内暴力の処置
第13条　家庭内暴力の被害者およびその法定代理
人，近親は加害者或いは被害者の所属機関，
居民委員会，村民委員会，婦女連合会等の機
関に訴え，報告し，または救助を求めること
ができる．
 家庭内暴力の被害者およびその法定代理人，
近親は警察機関に通報し，或いは人民法院に
訴訟を起こすことができる．
 機関，個人は発生している家庭内暴力を直ち
に制止する権利を有する．
第14条　学校，幼稚園，医療機構，居民委員会，
村民委員会，ソーシャルサービス機構，救助
管理機構，福祉機構及びその職員は，仕事中
に行為無能力者や制限行為能力者が家庭内暴
力を受けたこと，または家庭内暴力を受ける
恐れが大きいことを発見した場合に，直ちに
警察機関に通報しなければならない．警察機
関は通報者の個人情報を保護しなければなら
ない．
第15条　警察機関は家庭内暴力の通報を受け，直
ちに現場へ向かい，暴力を制止しなければな
らない．関連の法律規定により調査して証拠
を集め，被害者の診療や傷害の鑑定に協力す
る．
 行為無能力者，制限行為能力者が家庭内暴力
によって身体に重大な危害を受けたとき，ま
たは人身の安全に対して脅威があるとき，ま
たは面倒を見る人がいないときに，警察機関
は民政部門に連絡し，被害者を臨時保護所，
救助管理機構或いは福祉機構に入所させる措
置に協力しなければならない．
第16条　家庭内暴力の情状が軽い，かつ法により
治安管理処罰に至らないときに，警察は加害
者を批判，教育し，或いは訓戒書を出す．
 訓戒書は加害者の身分情報，家庭内暴力の事
実の陳述，加害者の家庭内暴力行為の禁止等
の内容を記載しなければならない．
第17条　警察機関は加害者，被害者に訓戒書を送
達し，居民委員会，村民委員会に通知しなけ
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ればならない．
 居民委員会，村民委員会，警察の派出所は訓
戒書が送達された加害者及び被害者を訪問し，
加害者が再び家庭内暴力を行わないように監
督する．
第18条　県級または区が設立した市級人民政府は
単独または救助管理機構に基づいて臨時保護
所を設置できる．家庭内暴力の被害者に臨時
生活援助を行う．
第19条　法律援助機構は法により家庭内暴力の被
害者に法律援助を提供しなければならない．
 人民法院は法により被害者の訴訟費用を猶予，
軽減或いは免除しなければならない．
第20条　人民法院は家庭内暴力に関する案件を審
理する際に，警察機関の通報記録，訓戒書，
傷害の鑑定書等の証拠によって，家庭内暴力
の事実を認定できる．
第21条　監護人が被監護人に対して家庭内暴力を
し，被監護人の合法的権益に重大な侵害があ
った場合に，人民法院は被監護人の近親，居
民委員会，村民委員会，県級人民政府の民政
部門等の関係者または関係機関の申請に基づ
き，法により監護人の監護権を剝奪し，別の
監護人を指定する．
 監護権を剝奪された加害者は，相当の扶養や
養育の費用を引き続き負担しなければならな
い．
第22条　労働者連合会，共産主義青年団，婦女連
合会，障害者連合会，居民委員会，村民委員
会等の機関は家庭内暴力の加害者に対して法
治教育を行わなければならない，必要であれ
ば，加害者と被害者に心理的ケアを行う．
第四章　人身安全保護令
第23条　当事者が家庭内暴力を受け，あるいは被
害の危機に直面している場合には，人民法院
に人身安全保護令を申請し，人民法院が受理
しなければならない．
 当事者が行為無能力者，制限行為能力者であ
り，または脅迫等の原因で人身安全保護令を
申請できないときに，当事者の近親，警察機
関，婦女連合会，居民委員会，村民委員会，
救助管理機構は当事者の代わりに申請できる．
第24条　人身安全保護令の申請は書面で提出しな
ければならない．ただし，書面での申請がで
きない場合に，口頭で申請でき，人民法院は
口頭での申請の記録を取る．
第25条　人身安全保護令の案件は申請者または被
申請者の居住地，家庭内暴力の発生地にある
基層人民法院が管轄する．
第26条　人民法院は裁定の形式で人身安全保護令
を出す．
第27条　人身安全保護令を出すとき，以下の要件
を備えなければならない．
　⑴明確な被申請者が存在する
　⑵具体的な請求が存在する
　⑶家庭内暴力を受けた，あるいは被害の危機に
直面している場合
第28条　人民法院は，人身安全保護令の申請を受
理してから72時間以内に，人身安全保護令の
許可或いは却下の裁定を出さなければならな
い．緊急の場合に，24時間以内に判断しなけ
ればならない．
第29条　人身安全保護令の内容は以下のとおりで
ある．
　⑴被申請者に対して，家庭内暴力を行うことを
禁止する
　⑵被申請者に対して，申請者及びその近親族に
迷惑行為，尾行と接触をすることを禁止する
　⑶被申請者に対して，申請者の住所から退去さ
せること
　⑷申請者の人身安全を保護する他の措置
第30条　人身安全保護令の有効期限は，裁定の効
力が生じた日から起算して 6 ヶ月を超えない．
人身安全保護令が失効する前に，人民法院は
申請者の申請により，撤回，変更または延長
することができる．
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第31条　申請人が人身安全保護令の却下に不服な
とき，あるいは被申請者が人身安全保護令の
許可に不服なときには，裁定の効力が生じた
日から起算して 5 日以内に当該人民法院に不
服申し立てすることができる．人民法院は法
により人身安全保護令を許可した場合に，人
身安全保護令の効果に影響を及ぼさない．
第32条　人民法院は人身安全保護令を出した後，
申請者，被申請者，警察機関及びその居民委
員会，村民委員会等の関連組織に裁定を送達
しなければならない．人民法院は人身安全保
護令を執行し，警察機関及び居民委員会，村
民委員会は協力しなければならない．
第五章　法律責任
第33条　加害者の家庭内暴力行為が治安管理行為
を違反する場合に，法により治安管理処罰を
与える．当該行為が犯罪に至る場合，法によ
り刑事責任を追及する．
第34条　被申請者が人身安全保護令の裁定に違反
するとき，当該行為が犯罪に至る場合には，
法により刑事責任を追及する．犯罪に至らな
い場合には，人民法院は被申請者を訓戒しな
ければならない，情状により千元以下の罰金，
十五日以下の拘留に処することができる．
第35条　学校，幼稚園，医療機構，居民委員会，
村民委員会，ソーシャルサービス機構，救助
管理機構，福祉機構及びその職員は，本法第
十四条によって警察機関に通報せず，かつ重
大な結果を引き起した場合に，当該機関また
はその上級主管機関は担当者および他の直接
の責任者に対して，法により処分する．
第36条　家庭内暴力を防止する職務を担当する国
家の職員が職務怠慢，職権濫用，私情による
不正行為があった場合には，法により処分す
る．当該行為は犯罪に至る場合には，法によ
り刑事責任を追及する．
第六章　附則
第37条　家族構成員以外，共同に生活する者の間
の暴力行為は，本法の規定を準用する．
第38条　本法は2016年 3 月 1 日から施行する．
1） 全国人民代表大会常務委員会とは，国家最高権力
機関である全国人民代表大会の常設機関として，全
国人民代表大会の閉会期間に，国家の最高権力を行
使し，法律の制定と改正を行う権限がある機関であ
る．
2） 中国人大網「中華人民共和国主席令（第37号）」
http://www.npc.gov.cn/wxzl/gongbao/2016-02/26/
content_1987078.htm（2016年 7 月 5 日確認）
3） 劉栄　田中豊治「中国における家庭内暴力に関す
る研究―フェミニズムの視点から―」（『佐賀大学文
化教育学部研究論文集』2011年）183頁
4） 婦女連合会の正式名称は中華全国婦女連合会であ
り，1995年にNGOとして認定されたが，実際は中
国共産党を率いて，婦女と児童の利益を保護する組
織である．
5） 宋秀岩『新時期中国婦女社会地位調査研究』婦女
出版社　2013年
6） 経済的支配とは，女性を自分に依存させるため，
配偶者が女性の生活の基本的要求（金銭，食べ物，
住宅等）に対して制限を加え，支配する行為である．
7） 2007年，31省市の2000人以上にアンケート調査を
行い，調査内容は主に家庭内暴力の発生率や暴力の
類型，家庭内暴力の原因である．
8） 陳葦「わが国農村部における家庭内暴力の調査と
研究」（陳葦『中国婚姻家庭法立法研究（第二版）』，
くん衆出版社，2010年）　612頁
9） 中国法院網「最高人民法院が主催した家庭内暴力
の司法介入の状況に関する記者会見」http://www.
live.chinacour t.org/chat/fulltext/listId/34968/
template/courtfbh20140227.shtml（2016年 7 月 1 日
確認）
10） 尚暁援『有効的な中国児童保護制度の構築』社会
科学文献出版社　2011年　77頁
11） 青少年権利擁護網「家庭内暴力を受けた未成年者
の案件に対する調査研究」http://www.chinachild.
org/t/FamilyViolence/3602.html（2016年 6 月 6 日
確認）
12） 『人民法院報』　北京市　2013年 9 月19日
13） 莫文秀「中国反家庭内暴力工作の実践と思考」
（『中華女子学院学報』第18巻第 2 期，2006年 4 月）
11頁
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14） 夏吟蘭『家庭暴力防治法制度性建構研究』中国社
会科学出版社　2011年　531頁
15） 中国全国人民代表大会常務委員会法制委員会社会
法室編集『中華人民共和国反家庭暴力法解読』中国
法制出版社　2016年　94頁
16） 夏　前掲書（注14） 6 頁
17） 中国新聞網「全国婦連：29省市は家庭内暴力防止
の法規定と政策を施行した」http://www.chinanews.
com/gn/2014/11-06/6758652.shtml（2016年 6 月29
日確認）
18） 「反家庭暴力法江蘇省調研簡報」（社会法室編集
『中華人民共和国反家庭暴力法解読』中国法制出版
社　2016年）205頁
19） 宗族とは中国古代において家長の支配の下にある
血縁関係を中心とする血族集団である．
20） 夏　前掲書（注14） 8 頁
21） 今回の立法の流れについて
 まず，国務院は法律草案を提出し，立法機関である
全人代常務委員会の会議で草案の初回審議を行う．
次に，法制工作委員会は草案に対して，調査研究を
行い，意見を求め，修正意見を提出する．そして，
法律委員会は初回審議の意見と法制工作委員会の調
査研究を踏まえ，法律草案を審議し，全人代常務委
員会に審議結果の報告と法律草案の修正稿を提出す
る．その後，全人代常務委員会は草案の修正稿を再
審議する．法律委員会は再審議の意見によって再び
修正し，法律草案の最終稿（法律案）を提出する．
最後は，常務委員会会議で法律案を表決し，過半数
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